


　平素より格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　ここに、第46期第２四半期連結累計期間（2019年4月1日から2019年9月30日）

の業績の概要と当社グループの取り組みにつきまして、ご報告申し上げます。

　当第２四半期連結累計期間において住宅業界では、新設住宅着工戸数が前年同

期比4.9%の減少となりました。当社グループが主力とする賃貸住宅分野において

は、金融機関の融資厳格化の影響もあり、同期間の貸家着工戸数は前年同期比

16.8%減少の29,414戸となりました。これは2014年（30,082戸）と同水準であり、

2015年1月施行の相続税法の改正による一時的な活況が収束しつつあることを

示しております。

　このような市場環境の中、当社グループは第２四半期として20年ぶりに減収・減益

となりましたが、中間配当につきましては期初計画通り308円（11円増配）とさせて

いただきました。引き続き賃貸住宅分野への取り組み強化に加え、今後は、総合賃貸業

を核とした生活総合支援企業を目指して、新領域や新規事業に積極的にチャレンジ

することで、人々にとっても、社会にとっても、なくてはならない企業へと成長して

いきたいと考えています。

　今後とも、なお一層のご指導ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。
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「賃貸経営受託システム」による一括借上物件の増加に伴い、家賃収入が増
加したこと等により増加。
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東北
331棟
青森県： 2棟
岩手県： 5棟
宮城県： 90棟
福島県： 234棟

関東
188棟
茨城県： 7棟
群馬県： 9棟
埼玉県： 28棟
山梨県： 1棟
神奈川県： 10棟
東京都： 10棟
千葉県： 10棟
栃木県： 113棟






















